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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第15期
第３四半期
累計期間

第16期
第３四半期
累計期間

第15期
第３四半期
会計期間

第16期
第３四半期
会計期間

第15期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
４月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
10月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（百万円） 72,527 77,211 23,982 25,815 97,078

経常利益（百万円） 5,543 5,888 1,318 1,296 6,637

四半期（当期）純利益（百万円） 2,808 951 713 653 3,347

持分法を適用した場合の投資利益

（百万円）
－ － － － －

資本金（百万円） － － 8,376 8,414 8,380

発行済株式総数（株） － － 1,426,9651,431,0421,427,277

純資産額（百万円） － － 32,356 33,254 33,061

総資産額（百万円） － － 45,126 49,655 48,335

１株当たり純資産額（円） － － 22,675.1823,237.7623,163.91

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
1,968.41 666.43 500.12 457.24 2,346.39

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
1,958.27 662.80 497.59 454.97 2,333.97

１株当たり配当額（円） － － － － 400

自己資本比率（％） － － 71.7     67.0 68.4

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
6,429 2,326 － － 10,294

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△2,121 △2,975 － － △2,448

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△2,352 △597 － － △2,442

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 5,912 8,112 9,359

従業員数（人） － － 1,909 1,898 1,879

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

きましては記載しておりません。

２. 売上高には、消費税等は含んでおりません。

３. 持分法を適用すべき関連会社はありませんので、持分法を適用した場合の投資利益は記載しておりません。

２【事業の内容】

　当第３四半期会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につきまして、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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３【関係会社の状況】

　当第３四半期会計期間におきまして、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

  提出会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 1,898(19,191)

　（注）  従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用

者数は、当第３四半期会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

　該当事項はありません。

(2) 受注状況

　当社は主として一般顧客を対象とした店舗販売を行っているため記載を省略しております。

(3) 販売実績

　当第３四半期会計期間の販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目

当第３四半期会計期間
自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日

売上高(百万円) 売上構成比(％) 前年同期比(％)

店舗販売    

ビバレッジ 18,227 70.6 108.1

フード 4,094 15.9 104.8

コーヒー豆 1,401 5.4 139.6

コーヒー器具等 1,537 6.0 89.9

店舗販売計 25,261 97.9 107.6

その他 553 2.1 109.9

合計 25,815 100.0 107.6

（注）  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２【事業等のリスク】

　当第３四半期会計期間におきまして、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクにつきまして重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間におきまして、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第３四半期会計期間におけるわが国の経済は、緩やかな回復基調にあったものの、為替動向や引き続き厳しい

雇用情勢など、先行きが不透明な状況で推移いたしました。

個人消費につきましても、持ち直しの基調にはありましたが、一連の補助金制度の終了または変更に伴う需要の

反動減により、直近では一部弱含んだ傾向が見られます。

一方、当社が属するスペシャルティコーヒー市場におきましては、消費動向に下げ止まり感がみられる上に好天

候にも恵まれたため、取引件数の回復傾向が顕著となりました。このような状況の下、当社は次のような事業展開を

行いました。

当社の強み及び特長であります「最高のコーヒー」「くつろげる空間」「パートナーによる魅力的なサービ

ス」を生かした「サードプレイス（お客様の職場と家庭との間にあって、いつでも安心してくつろげる第三の場

所）」の提供を一層強化し、ブランドの差別化に努めました。

当第３四半期会計期間に販売した主な商品として、ビバレッジでは、「クレーム ブリュレ マキアート」や

「キャラメル エクレール ラテ」、「ナッティー ホワイト モカ」、「ジンジャーブレッド ラテ」等が、フードで

は「フィローネ きのこ＆モッツァレラ」や「フィローネ ホリデーチキン」、「ホワイト ザッハトルテ」等がご

好評いただきました。

また、店舗展開につきましては、山形県第１号店となる「山形エスパル店」や第２号店の「山形馬見ヶ崎店」、函

館における第１号店「函館ベイサイド店」等を出店いたしました。この結果、12店舗の新規出店、２店舗の退店（い

ずれも直営店）を行い、当第３四半期会計期間末における店舗数は901店舗（うちライセンス33店舗）となりまし

た。　

以上の活動の結果、売上高は25,815百万円（前年同期比7.6％増）となりました。取引件数が順調に推移した結

果、既存店売上高は対前年同期比104.0％となりました。また、継続的な新規出店により全体でも増収となりました。

月別の既存店対前年同期比は以下の通りです。

 月 10月 11月 12月 累計

既存店

対前年同期比

　

売上高 104.1％104.8％103.4％104.0％

取引件数 106.7％106.0％105.0％105.8％

客単価 97.5％ 98.9％ 98.5％ 98.3％

売上総利益は18,732百万円（同8.5％増）と、前年同四半期会計期間に比べて1,463百万円の増益となり、売上総

利益率は72.6％（同0.6ポイント増）となりました。これは、売上原価に関しまして、主に為替が円高に推移したこ

とによるものです。

営業利益は1,236百万円（同5.7％増）と、前年同四半期会計期間に比べて66百万円の増益となりました。これは

売上総利益の増加によるものです。

経常利益は1,296百万円（同1.7％減）と、前年同四半期会計期間に比べて21百万円の減益、四半期純利益は653百

万円（同8.4％減）と、前年同四半期会計期間に比べて59百万円の減益となりました。　

(2) キャッシュ・フローの状況

  当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前年同四半期会計期間に比

べて2,200百万円増加し、8,112百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

  営業活動による資金の減少は、88百万円（前年同期は1,089百万円の増加）となりました。これは、主に税引前四

半期純利益1,256百万円や減価償却費1,011百万円があったものの、法人税等の支払い額1,832百万円によるもので

す。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

  投資活動の結果使用した資金は、1,221百万円（前年同期差810百万円増）となりました。これは、主に新規出店及

び既存店の改装を主目的とする有形固定資産の取得によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

  財務活動の結果獲得した資金は、39百万円（同36百万円増）となりました。これは、新株予約権の行使によるもの

です。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

  当第３四半期会計期間において、当社が対処すべき課題につきまして重要な変更はありません。
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(4) 研究開発活動

  特に記載すべき事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1) 主要な設備の状況

　当第３四半期会計期間における主要な設備の増加は、次のとおりであります。

事業所名
(所在地)

設備の内容
帳簿価額（百万円）

従業員数
(人)建物

工具、器具
及び備品

差入保証金 計

ショッパーズプラザ横須賀

シーサイドビレッジ店他

（神奈川県他）

店舗

（新規出店12店舗）
307 159 185 652 24

麻布十番店他

（東京都他)

店舗

（改装183店舗）
285 198 － 484 －

計 593 358 185 1,136 24

（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２．従業員数は、新規開店店舗の従業員数のみ記載しており、臨時従業員は含まれておりません。

(2) 設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期会計期間において、前四半期会計期間末に計画した重要な設備の新設、除却等につきまして、重要な

変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。

　前事業年度末における設備計画等のうち、当第３四半期会計期間におきまして完了したものは、「(1) 主要な設備

の状況」の項に記載のとおりであります。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 4,800,000

計 4,800,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成22年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年２月10日）

上場金融商品取引所名ま
たは登録認可金融商品取
引業協会名

内容

普通株式 1,431,042 1,432,047

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ　

（スタンダード）

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であります。

なお、当社は単元株制度

は採用しておりません。

計 1,431,042 1,432,047 － －

（注）　「提出日現在発行数」欄には、平成23年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

① 旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の状況

（平成13年２月28日臨時株主総会決議）

 
第３四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

新株予約権の数（個） －

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 462

新株予約権の行使時の払込金額（円） 6,500

新株予約権の行使期間
平成15年３月１日から

平成23年２月28日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価額及び資本組入額（円）

発行価額　　　　6,500

資本組入額　　　3,250

新株予約権の行使の条件

　新株引受権を付与された者は、権利行使時においても当社

の取締役または使用人の地位であることを要する。

　また、原則として、行使期間中に取締役または使用人の地

位を喪失した場合でも地位喪失時の属する月の末日より

３ヶ月以内において権利行使することができる。

　さらに、新株引受権を付与された者が行使期間中に死亡し

た場合には、相続人は死亡時より６ヶ月以内に限り権利行

使することができる。

　その他の条件については、当社と付与対象取締役及び使用

人との間で締結する新株引受権付与契約に定める。

新株予約権の譲渡に関する事項 　譲渡、担保権の設定は行うことができない。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －
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② 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の状況

（平成14年６月25日定時株主総会決議）

 
第３四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

新株予約権の数（個） 3,438

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 3,438

新株予約権の行使時の払込金額（円） 30,500

新株予約権の行使期間
平成16年６月26日から

平成24年６月24日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価額及び資本組入額（円）

発行価額　　　30,500

資本組入額　　15,250

新株予約権の行使の条件

　新株予約権者は、権利行使時においても当社の使用人の地

位であることを要する。

　また、当社の使用人の地位を喪失した場合でも地位喪失時

の属する月の末日より３ヶ月以内において権利行使するこ

とができ、使用人の地位を離れた後、直ちに当社の取締役ま

たは監査役に就任したときは、当該取締役または監査役の

地位を有する間、権利行使することができる。

　さらに、新株予約権者が行使可能期間中に死亡した場合に

は、相続人は死亡時より６ヶ月以内に限り権利行使するこ

とができる。

　その他の条件については、当社と割当対象者との間で締結

する新株予約権割当契約に定める。

新株予約権の譲渡に関する事項   譲渡、質入その他一切の処分は認めない。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －
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③ 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の状況

（平成15年６月24日定時株主総会決議）

 
第３四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

新株予約権の数（個） 2,995

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,995

新株予約権の行使時の払込金額（円） 12,980

新株予約権の行使期間
平成17年６月25日から

平成25年６月23日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価額及び資本組入額（円）

発行価額 　　12,980

資本組入額　　6,490

新株予約権の行使の条件

　新株予約権者は、権利行使時においても当社の使用人の地

位であることを要する。

　また、当社の使用人の地位を喪失した場合でも地位喪失時

の属する月の末日より３ヶ月以内において権利行使するこ

とができ、使用人の地位を離れた後、直ちに当社の取締役ま

たは監査役に就任したときは、当該取締役または監査役の

地位を有する間、権利行使することができる。

　さらに、新株予約権者が行使可能期間中に死亡した場合に

は、相続人は死亡時より６ヶ月以内に限り権利行使するこ

とができる。

　その他の条件については、当社と割当対象者との間で締結

する新株予約権割当契約に定める。

新株予約権の譲渡に関する事項   譲渡、質入その他一切の処分は認めない。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －
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④ 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の状況

（平成16年６月22日定時株主総会決議）

 
第３四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

新株予約権の数（個） 4,428

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 4,428

新株予約権の行使時の払込金額（円） 28,870

新株予約権の行使期間
平成18年６月23日から

平成26年６月21日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価額及び資本組入額（円）

発行価額 　　28,870

資本組入額 　14,435

新株予約権の行使の条件

　新株予約権者は、権利行使時においても当社の使用人の地

位であることを要する。

　また、当社の使用人の地位を喪失した場合でも地位喪失時

の属する月の末日より３ヶ月以内において権利行使するこ

とができ、使用人の地位を離れた後、直ちに当社の取締役ま

たは監査役に就任したときは、当該取締役または監査役の

地位を有する間、権利行使することができる。

　さらに、新株予約権者が行使可能期間中に死亡した場合に

は、相続人は死亡時より６ヶ月以内に限り権利行使するこ

とができる。

　その他の条件については、当社と割当対象者との間で締結

する新株予約権割当契約に定める。

新株予約権の譲渡に関する事項 　譲渡、質入その他一切の処分は認めない。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －
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⑤ 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の状況

（平成17年６月24日定時株主総会決議）

 
第３四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

新株予約権の数（個） 5,134

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 5,134

新株予約権の行使時の払込金額（円） 30,650

新株予約権の行使期間
平成19年６月25日から

平成27年６月24日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価額及び資本組入額（円）

発行価額 　　30,650

資本組入額 　15,325

新株予約権の行使の条件

　新株予約権者は、権利行使時においても当社の使用人の地

位であることを要する。

　また、当社の使用人の地位を喪失した場合でも地位喪失時

の属する月の末日より３ヶ月以内において権利行使するこ

とができ、使用人の地位を離れた後、直ちに当社の取締役ま

たは監査役に就任したときは、当該取締役または監査役の

地位を有する間、権利行使することができる。

　さらに、新株予約権者が行使可能期間中に死亡した場合に

は、相続人は死亡時より６ヶ月以内に限り権利行使するこ

とができる。

　その他の条件については、当社と割当対象者との間で締結

する新株予約権割当契約に定める。

新株予約権の譲渡に関する事項 　譲渡、質入その他一切の処分は認めない。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成22年10月１日～

平成22年12月31日

（注）

2,558 1,431,042 20 8,414 20 10,989

（注）　発行済株式総数及び資本金等の増加は、新株予約権の行使によるものであります。

（６）【大株主の状況】

当第３四半期会計期間におきまして、大株主の異動は把握しておりません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

 平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,428,484 1,428,484 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 1,428,484 － －

総株主の議決権 － 1,428,484 －

（注）  「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の失念株式が４株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式にかかる議決権の数４個が含まれております。

②【自己株式等】

 平成22年９月30日現在

所有者の氏名または名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 43,80043,00042,10042,75042,40042,05042,00042,80044,200

最低（円） 40,95040,35040,75041,00041,40041,45041,60041,60042,500

（注）　最高・最低株価は、平成22年10月12日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであり、

それ以前は大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおきまして、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

(1) 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第

63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成

21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３四半期会計期間

（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年12

月31日まで）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

(2) 当社の四半期財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額につきましては、従来、千円単位で記載しておりま

したが、第１四半期会計期間及び第１四半期累計期間より百万円単位をもって記載することに変更いたしました。

　なお、比較を容易にするため、前第３四半期会計期間及び前第３四半期累計期間につきましても百万円単位に組替

え表示しております。　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21

年12月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）にかかる四半期財務

諸表並びに当第３四半期会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平

成22年４月１日から平成22年12月31日まで）にかかる四半期財務諸表について有限責任監査法人トーマツによる四

半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 8,112 9,359

売掛金 3,930 3,377

商品及び製品 1,107 973

原材料及び貯蔵品 1,393 1,257

その他 4,629 3,650

貸倒引当金 △30 △26

流動資産合計 19,141 18,591

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 8,155 8,372

その他（純額） 3,242 3,114

有形固定資産合計 ※1
 11,398

※1
 11,486

無形固定資産 1,098 1,321

投資その他の資産

差入保証金 16,083 15,962

その他 ※2
 2,023 1,068

貸倒引当金 △89 △95

投資その他の資産合計 18,017 16,935

固定資産合計 30,514 29,744

資産合計 49,655 48,335

負債の部

流動負債

買掛金 2,549 2,660

短期借入金 200 200

1年内返済予定の長期借入金 179 195

未払法人税等 － 2,661

賞与引当金 610 －

その他 ※2
 8,682 9,221

流動負債合計 12,221 14,938

固定負債

長期借入金 148 230

役員退職慰労引当金 20 19

資産除去債務 3,686 －

その他 325 87

固定負債合計 4,179 336

負債合計 16,401 15,274
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（単位：百万円）

当第３四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 8,414 8,380

資本剰余金 10,989 10,955

利益剰余金 14,249 13,868

株主資本合計 33,653 33,204

評価・換算差額等

繰延ヘッジ損益 △399 △143

評価・換算差額等合計 △399 △143

純資産合計 33,254 33,061

負債純資産合計 49,655 48,335
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（２）【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 72,527 77,211

売上原価 19,700 20,737

売上総利益 52,827 56,473

販売費及び一般管理費 ※1
 47,559

※1
 50,763

営業利益 5,267 5,710

営業外収益

受取利息 2 7

受取補償金 139 0

為替差益 7 25

プリペイドカード失効益 92 102

その他 52 107

営業外収益合計 294 243

営業外費用

支払利息 13 5

支払補償費 － 44

その他 5 15

営業外費用合計 19 65

経常利益 5,543 5,888

特別利益

店舗閉鎖損失戻入益 27 33

退移店補償金 － 13

その他 － 8

特別利益合計 27 54

特別損失

減損損失 376 327

固定資産除却損 41 31

固定資産臨時償却費 － 705

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 2,852

その他 56 30

特別損失合計 473 3,947

税引前四半期純利益 5,097 1,996

法人税等 ※2
 2,289

※2
 1,044

四半期純利益 2,808 951
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【第３四半期会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 23,982 25,815

売上原価 6,713 7,083

売上総利益 17,269 18,732

販売費及び一般管理費 ※1
 16,098

※1
 17,495

営業利益 1,170 1,236

営業外収益

受取利息 0 1

受取補償金 100 0

為替差益 － 7

プリペイドカード失効益 33 41

その他 27 26

営業外収益合計 162 76

営業外費用

支払利息 2 1

為替差損 6 －

支払補償費 － 6

その他 4 8

営業外費用合計 13 16

経常利益 1,318 1,296

特別利益

店舗閉鎖損失戻入益 15 3

その他 － 3

特別利益合計 15 7

特別損失

減損損失 － 8

固定資産除却損 7 13

事務所移転費用 43 －

店舗閉鎖損失 － 21

その他 － 4

特別損失合計 50 47

税引前四半期純利益 1,283 1,256

法人税等 ※2
 569

※2
 602

四半期純利益 713 653

EDINET提出書類

スターバックス　コーヒー　ジャパン　株式会社(E03382)

四半期報告書

19/28



（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 5,097 1,996

減価償却費 2,698 2,810

固定資産臨時償却費 － 705

減損損失 376 327

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 2,852

引当金の増減額（△は減少） 843 610

受取利息及び受取配当金 △2 △7

支払利息 13 5

為替差損益（△は益） △0 △1

有形固定資産除却損 47 44

無形固定資産除却損 2 －

店舗閉鎖損失戻入益 △27 △33

有形及び無形固定資産売却損益（△は益） △13 －

移転費用 43 －

売上債権の増減額（△は増加） △384 △552

たな卸資産の増減額（△は増加） △214 △269

仕入債務の増減額（△は減少） △47 △111

その他 148 △983

小計 8,579 7,393

利息及び配当金の受取額 2 7

利息の支払額 △13 △4

発行保証金の金銭信託による増減額（△は増
加）

－ △800

法人税等の支払額 △2,138 △4,269

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,429 2,326

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △2,123 △2,554

無形固定資産の取得による支出 △271 △191

差入保証金の差入による支出 △304 △517

差入保証金の回収による収入 321 306

定期預金の払戻による収入 200 －

その他 57 △17

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,121 △2,975

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の返済による支出 △1,800 －

長期借入金の返済による支出 △141 △97

株式の発行による収入 13 67

配当金の支払額 △424 △567

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,352 △597

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,956 △1,246

現金及び現金同等物の期首残高 3,956 9,359

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 5,912

※
 8,112
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

会計処理基準に関する事項の変更 （資産除去債務に関する会計基準の適用）　

　第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基

準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しており

ます。

　これにより、当第３四半期累計期間の営業利益及び経常利益は207百万円減

少し、税引前四半期純利益は3,059百万円減少しております。また、当会計基準

の適用開始による資産除去債務の変動額は3,517百万円であります。

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法 　当第３四半期会計期間末の貸倒実績率等が前事業年度末に算定したものと

著しい変化がないと認められるため、前事業年度末の貸倒実績率等を使用し

て貸倒見積高を算定しております。

２. 繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しましては、前事業年度末以降に経営

環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合に

は、前事業年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニング

を利用する方法によっており、前事業年度末以降に経営環境等、または、一時

差異等の発生状況に著しい変化が認められた場合には、前事業年度において

使用した将来の業績予測やタックス・プランニングに当該著しい変化の影響

を加味したものを利用する方法によっております。

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

税金費用の計算 　税金費用につきましては、当第３四半期会計期間を含む事業年度の税引前当

期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四

半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

【追加情報】

当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

（有形固定資産の耐用年数の変更）

第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産

除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用することを契機と

して、店舗不動産の賃貸借契約等を調査いたしました。

この結果、近年、賃借期間が制限された定期賃貸借契約に基づく出店が増加していることを受け、第１四半期会計期間

より、対象となる有形固定資産につきまして、当該賃借期間へと耐用年数の見積りを変更しております。また、同物件につ

きまして、過年度分の償却費相当額を臨時償却しております。

この変更により、従来の方法によった場合に比べ当第３四半期累計期間の減価償却費は48百万円増加し、営業利益及び

経常利益は同額減少し、税引前四半期純利益は754百万円減少しております。

EDINET提出書類

スターバックス　コーヒー　ジャパン　株式会社(E03382)

四半期報告書

21/28



【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第３四半期会計期間末
（平成22年12月31日）

前事業年度末
（平成22年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額

△24,699百万円

※１．有形固定資産の減価償却累計額

△22,136百万円

※２．流動負債のその他に含まれているスターバックス

カードの前受金残高1,984百万円に対して、資金決済に

関する法律に基づく保全措置として、基準日残高に対

応する発行保証金を信託した金銭信託800百万円が含

まれております。

──────

３．貸出コミットメントライン契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、主要

取引金融機関と貸出コミットメントライン契約を締

結しております。この契約に基づく当四半期会計期

間末の借入未実行残高は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 4,000百万円

借入実行残高 － 百万円

差引額 4,000百万円

コミットメントライン契約につきましては、各事

業年度の第２四半期決算及び年度決算における貸借

対照表の純資産の部の金額及び損益計算書の営業利

益等により算出される一定の指標、及び損益計算書

の経常損益の状態を基準とする財務制限条項が付さ

れております。

２．貸出コミットメントライン契約

　　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、主要取

引金融機関と貸出コミットメントライン契約を締結

しております。この契約に基づく当事業年度末の借

入未実行残高は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 4,000百万円

借入実行残高 － 百万円

差引額 4,000百万円

　　コミットメントライン契約につきましては、各事業

年度の第２四半期決算及び年度決算における貸借対

照表の純資産の部の金額及び損益計算書の営業利益

等により算出される一定の指標、及び損益計算書の

経常損益の状態を基準とする財務制限条項が付され

ております。　

（四半期損益計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

貸倒引当金繰入額 3百万円

給与手当及び賞与 20,003百万円

賞与引当金繰入額 838百万円

役員退職慰労引当金繰入額 1百万円

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

貸倒引当金繰入額 3百万円

給与手当及び賞与 21,559百万円

賞与引当金繰入額 610百万円

役員退職慰労引当金繰入額 1百万円

※２． 法人税等調整額は、法人税等に含めて表示してお

ります。

※２． 　　　　　　　　 同左

前第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

貸倒引当金繰入額 3百万円

給与手当及び賞与 6,652百万円

賞与引当金繰入額 388百万円

役員退職慰労引当金繰入額 0百万円

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

貸倒引当金繰入額 3百万円

給与手当及び賞与 7,324百万円

賞与引当金繰入額 203百万円

役員退職慰労引当金繰入額 0百万円

※２． 法人税等調整額は、法人税等に含めて表示してお

ります。

※２． 　　　　　　　　 同左
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（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年12月31日現在）

現金及び預金 5,912百万円

現金及び現金同等物 5,912百万円

　

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年12月31日現在）

現金及び預金 8,112百万円

現金及び現金同等物 8,112百万円

　

（株主資本等関係）

当第３四半期会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年

12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　1,431,042株

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月25日

定時株主総会
普通株式 570 400平成22年３月31日平成22年６月28日利益剰余金

(2) 基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間末後と

なるもの

　該当事項はありません。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社は、直営店事業を中心としたほぼ単一のセグメントであるため、記載を省略しております。

（追加情報）

　第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月

27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年

３月21日）を適用しております。 
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期会計期間末
（平成22年12月31日）

前事業年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 23,237.76円 １株当たり純資産額 23,163.91円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 1,968.41円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
1,958.27円

１株当たり四半期純利益金額 666.43円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
662.80円

（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。

 
前第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（百万円） 2,808 951

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 2,808 951

期中平均株式数（株） 1,426,661 1,428,423

         

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（株） 7,392 7,813

（うち新株予約権） (7,392) (7,813)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

　該当事項はありません。 同左
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前第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 500.12円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
497.59円

１株当たり四半期純利益金額 457.24円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
454.97円

（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。

 
前第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（百万円） 713 653

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 713 653

期中平均株式数（株） 1,426,867 1,429,727

         

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（株） 7,254 7,114

（うち新株予約権） (7,254) (7,114)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

　該当事項はありません。 同左

（重要な後発事象）

当第３四半期会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

　該当事項はありません。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月８日

スターバックス コーヒー ジャパン 株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小野　敏幸　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 孫　　延生　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているスターバックス 

コーヒー ジャパン 株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第15期事業年度の第３四半期会計期間（平

成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に

係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表

に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、スターバックス コーヒー ジャパン 株式会社の平成21年12月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１. 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２. 四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年２月４日

スターバックス コーヒー ジャパン 株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小野　敏幸　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 孫　　延生　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているスターバックス 

コーヒー ジャパン 株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第16期事業年度の第３四半期会計期間（平

成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に

係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表

に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、スターバックス コーヒー ジャパン 株式会社の平成22年12月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

　「四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は第１四半期会計期間よ

り、「資産除去債務に関する会計基準」を適用している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１. 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２. 四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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